
令和 8年度 環境省の主な補助金まとめ

｜省エネ・ZEB・SHIFT・ストレージパリティ

など注目制度を解説 

※記事内容は、記事更新日時点の情報です。最新の情報は、必ず各公式 HP をご確認ください。 

 

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、国は GX（グリーントランスフォーメーション）の推進や省エ

ネルギー化、再生可能エネルギーの導入など、脱炭素社会の実現に向けた取組を進めています。 

 

こうした背景を踏まえて、環境省では、省エネ設備への更新や再生可能エネルギーの導入、ZEB化など、

脱炭素化につながる取組を支援する補助事業を実施しています。 

 

そこでこの記事では、環境省を中心とした国の脱炭素関連制度のなかから、企業の設備投資等に活用で

きる主な補助金・交付金を紹介します。 

 

＜掲載する支援制度一覧＞ 

制度名 補助対象となる取組 大企業の対

象可否 

補助率 補助上限額 

省エネ・非化石転換

補助金 

省エネ性能が高い設備への更

新・導入 

可 1/5～2/3

以内  

※類型・

対象設備

等による 

1億円～40

億円 

※類型・対

象設備等に

よる 

建築物等の ZEB化・

省 CO2化普及加速

事業 

業務用建築物の ZEB化・省

CO2設備の導入等 

可 1/6～2/3 

※構成事

業による 

100万円～

5億円 

※構成事

業・要件によ

る 

脱炭素技術等による 工場・事業場における省 CO2 可 1/3～3/4 200万円～



工場・事業場の省

CO2化加速事業

（SHIFT事業） 

化の取組 5億円 

※構成事

業・要件によ

る 

業務用建築物の脱炭

素改修加速化事業

（脱炭素ビルリノベ事

業） 

外皮の高断熱化および高効率

空調機器等の導入 

可 1/3～1/2 10億円 

※下限額

200万円 

ストレージパリティの達

成に向けた太陽光発

電設備等の価格低減

促進事業 

オンサイト PPA等による自家消

費型太陽光発電・蓄電池の導

入 

可 補助金基

準額で算

定した額と

補助対象

経費から

算出した

額を比較

し、低い方

の額を基に

して算定 

2,000万円

～4,000万

円 

※対象設備

による 

地域脱炭素推進交

付金 

地域主導の脱炭素プロジェクト

支援 

可 1/3～

2/3、定額 

※構成事

業による 

10億円～

50億円 

※構成事

業・要件によ

る 

 

上表内の「大企業の対象可否」とは、各制度において大企業が申請可能かどうかを示したものです。 

 

ただし、「〇」の場合でも、各制度の要件を満たす必要があり、必ず採択・交付対象となることを示すもの

ではありません。 



1. 省エネ・非化石転換補助金（省エネ補助金） 

 

出典：令和 7年度補正予算における省エネ支援パッケージ 

掲載ページ：経済産業省 資源エネルギー庁 省エネ支援策パッケージについて 

 

省エネ・非化石転換補助金（通称：省エネ補助金）とは、省エネ性能が高い設備への更新・導入を支

援する制度です。 

 

エネルギーコスト削減とカーボンニュートラルの実現に向けた取組を支援するため、次の 4 つの類型で構成

されています。 

 

 （Ⅰ）工場・事業場型：工場全体の省エネ 

 （Ⅱ）電化・脱炭素燃転型：製造プロセスの電化・燃料転換 

 （Ⅲ）設備単位型：指定設備への更新 

 （Ⅳ）EMS型：エネルギーマネジメントシステムの導入 

 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r7.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/package.html


高効率な設備への更新だけでなく、工場や事業場全体のエネルギー使用量削減、燃料転換、エネルギー

管理の高度化など、幅広い取組が対象となります。 

 

なお、省エネ補助金の詳細については、以下の記事で詳しく解説しています。あわせてご覧ください。 

 

▶【令和 8年度版】省エネ補助金の制度概要と主な変更点 

 

参照：一般社団法人環境共創イニシアチブ 省エネ・非化石転換補助金 公式 HP 

2. 建築物等の ZEB化・省 CO2化普及加速事業 

 

出典：建築物等の ZEB化・省 CO2化普及加速事業 

掲載ページ：環境省 地球環境・国際環境協力 令和 8年度（2026年度）当初予算 

 

建築物等の ZEB化・省 CO2化普及加速事業は、業務用建築物の ZEB化・省 CO2設備の導入等

を支援する制度です。 

 

https://www.nec-businessintelligence.co.jp/hoken/houjin_hojokin/202603_2.pdf
https://syouenehojyokin.sii.or.jp/overview.html
https://www.env.go.jp/content/000335888.pdf
https://www.env.go.jp/earth/42024_00005.html


ZEB化とは、オフィスやビルなどの建物で消費する年間の一次エネルギー収支を実質ゼロにする（または

大幅に削減する）ことを指します。 

 

本事業は、建築物の新築・既存改修・省エネルギー改修など、建築分野における脱炭素化の取組を対

象としています。 

 

本事業は、次の事業で構成されており、それぞれ公募を行っています。 

 

● ZEB普及促進に向けた省エネルギー建築物支援事業（一部経済産業省連携事業） 

（1）新築建築物の ZEB普及促進支援事業 

（2）既存建築物の ZEB化普及促進支援事業 

（3）業務用建築物ストックの省 CO2改修調査支援事業 

 

● ライフサイクルカーボン削減型の先導的な新築 ZEB支援事業（一部農林水産省、経済産業

省、国土交通省連携事業） 

（1）ライフサークルカーボン削減型の新築 ZEB支援事業 

（2）低炭素型建材活用新築 ZEB支援事業 

（3）ZEB化推進に係る調査・普及啓発等検討事業 

 

● 水インフラにおける脱炭素化推進事業（農林水産省、経済産業省、国土交通省連携事業） 

● CE×CN の同時達成に向けた木材再利用の方策等検証事業（農林水産省連携事業） 

● 省 CO2化と災害・熱中症対策を同時実現する施設改修等支援事業（一部国土交通省連

携事業） 

（1）業務用施設における省 CO2化・熱中症対策等支援事業 

（2）フェーズフリーの省 CO2独立型施設支援事業 

 

● サステナブル倉庫モデル促進事業（国土交通省連携事業） 

 

参照：環境省 ZEB の定義 

参照：一般社団法人静岡県環境資源協会 令和 8年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補

助金建築物等の ZEB化・省 CO2化普及加速事業 

参照：公益財団法人北海道環境財団 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

https://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/01.html
https://siz-kankyou.com/2026co2/
https://siz-kankyou.com/2026co2/
https://www.heco-hojo.jp/index.html


3. 脱炭素技術等による工場・事業場の省 CO2化加速事業

（SHIFT事業） 

 

出典：脱炭素技術等による工場・事業場の省 CO2化加速事業（SHIFT事業） 

掲載ページ：環境省 地球環境・国際環境協力 令和 8年度（2026年度）当初予算 

 

脱炭素技術等による工場・事業場の省 CO2化加速事業（通称：SHIFT事業）は、工場・事業場

における省 CO2化の取組を支援する制度です。 

 

本事業は、次の 2 つの事業で構成されており、それぞれ公募を行っています。 

 

● 省 CO2型システムへの改修支援事業 

● DX型 CO2削減対策実行支援事業 

 

省 CO2型システムへの改修支援事業では、電化・燃料転換・熱回収などによる大幅な CO₂削減を伴う

設備導入を対象とし、工場・事業場単位で 15％以上、または主要なシステム系統で 30％以上の CO₂

削減を目標とする取組を支援します。 

https://www.env.go.jp/content/000335891.pdf
https://www.env.go.jp/earth/42024_00005.html


 

一方、DX型 CO2削減対策実行支援事業では、DXシステムを活用した設備運用の改善やデータに

基づく改修設計など、即効性のある CO₂削減につながる取組を支援します。 

 

なお、DX型 CO2削減対策実行支援事業の補助対象事業者は、主に中小企業基本法第 2条に定

義される中小企業者（個人、個人事業主を除く）ですが、租税特別措置法における「みなし大企業」も

申請可能です。 

 

参照：環境省 令和 8年度 脱炭素技術等による工場・事業場の省 CO2化加速事業（SHIFT 事

業）の公募開始について 

4. 業務用建築物の脱炭素改修加速化事業（脱炭素ビルリノベ事

業） 

 

出典：業務用建築物の脱炭素改修加速化事業 

掲載ページ：環境省 地球環境・国際環境協力 令和 8年度（2026年度）当初予算 

 

https://www.env.go.jp/press/press_04967.html
https://www.env.go.jp/press/press_04967.html
https://www.env.go.jp/content/000335886.pdf
https://www.env.go.jp/earth/42024_00005.html


業務用建築物の脱炭素改修加速化事業（通称：脱炭素ビルリノベ事業）は、業務用建築物の脱炭

素化を早期に実現するため、外皮の高断熱化および高効率空調機器等の導入を支援する制度です。 

 

建築において「外皮」とは、室内と屋外を隔てる建物の外周部分（外壁、屋根、天井、床、窓やドアなど

の開口部）を指します。 

 

本事業では、オフィスビルや商業ビル等の既存建築物において断熱改修や高効率設備の導入を支援し、

エネルギー消費量の削減や CO₂排出量の削減を図る取組を対象としています。 

 

参照：脱炭素ビルリノベ 2026事業 公式 HP 

5. ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促

進事業 

 

出典：民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業 

掲載ページ：環境省 地球環境・国際環境協力 令和 8年度（2026年度）当初予算 

https://bl-renos.jp/r8/about/
https://www.env.go.jp/content/000335882.pdf
https://www.env.go.jp/earth/42024_00005.html


ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業は、自家消費型の太陽光発

電設備・蓄電池の導入支援等を通じて、太陽光発電設備・蓄電池の価格低減を促進しながら、ストレ

ージパリティの達成を目指す事業です。 

ストレージパリティとは、太陽光発電設備の導入に際して、蓄電池を導入しないよりも蓄電池を導入した

方が経済的メリットがある状態を指します。 

本事業では、企業の敷地内に発電事業者（第三者）が太陽光発電設備などの再エネ設備を無償で

設置し、そこで発電された電気を企業が直接購入するオンサイト PPA等を活用し、業務用施設・産業用

施設等への自家消費型の太陽光発電設備および蓄電池（車載型蓄電池を含む）の導入を支援しま

す。 

参照：一般財団法人環境イノベーション情報機構 令和 7年度補正予算の公募のお知らせ ※1次

公募終了済み 

6. 地域脱炭素推進交付金 

 

出典：地域脱炭素推進交付金 

掲載ページ：環境省 地球環境・国際環境協力 令和 8年度（2026年度）当初予算 

https://www.eic.or.jp/eic/topics/2025/st_r07c/1st/
https://www.eic.or.jp/eic/topics/2025/st_r07c/1st/
https://www.env.go.jp/content/000335876.pdf
https://www.env.go.jp/earth/42024_00005.html


 

地域脱炭素推進交付金は、地方公共団体が民間事業者等と連携して進める地域主導の脱炭素の取

組を支援するため、環境省が交付する制度です。 

 

本交付金は、次の 2 つの交付金で構成されています。 

● 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 

● 特定地域脱炭素移行加速化交付金【GX】 

 

本制度では、地方公共団体に対して交付金を交付し、地域における脱炭素プロジェクトの形成や実装を

支援します。 

 

その後、各自治体が公募を行い、民間事業者や個人に対して補助を行います。 

 

民間事業者等は、地方公共団体と連携することで、再生可能エネルギー設備の導入や省エネルギー改

修など、地域の脱炭素プロジェクトに参画できる場合があります。 

 

また、交付金の対象となる主な事業として、次の事業があります。 

 

● 脱炭素先行地域づくり事業 

● 重点対策加速化事業 

● 民間裨益型自営線マイクログリッド等事業（GX） 

 

参照：重点対策加速化事業 公式 HP 

各制度の直近公募スケジュール 

本記事で紹介した各制度の今後の直近公募スケジュールは、次のとおりです。既に直近の公募が終了し

ている場合でも、次回公募が予定されている場合もあります。ただし、詳細スケジュールは未定です。 

 

制度名 公募スケジュール 

省エネ・非化石転換補助金 令和 8年 6月 1日～令和 8年 7月 9日 

建築物等の ZEB化・省 CO2 令和 8年 5月 1日～令和 8年 10月 22日 

https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/measures/#about


化普及加速事業 ※上記期間のうち、構成事業によって申請期間が異なるため、申

請時は各事業の公募情報をご確認ください。 

脱炭素技術等による工場・事業

場の省 CO2化加速事業

（SHIFT事業） 

令和 8年 6月 12日～令和 8年 8月 26日 

業務用建築物の脱炭素改修加

速化事業（脱炭素ビルリノベ事

業） 

令和 8年 6月 4日～令和 8年 11月 30日 

ストレージパリティの達成に向けた

太陽光発電設備等の価格低減

促進事業 

令和 8年 4月 9日～令和 8年 5月 15日 

※次回、令和 8年 7月上旬の開始を予定しています。 

地域脱炭素推進交付金 環境省による自治体向けの新規公募は終了しており、令和 8年

度における新規募集の予定はありません。 

 

なお、事業や自治体ごとに実施内容や募集時期が異なるため、申

請にあたっては各事業・自治体の公募情報を確認してください。 

まとめ 

この記事では、環境省が主管する制度のなかから、企業の脱炭素化に向けた設備投資に活用できる主

な補助金・交付金を紹介しました。 

 

各制度は目的や対象事業、支援内容が異なるため、自社の取組内容や導入する設備等に応じて、申

請をご検討ください。 

 

令和 8年 6月 26日 作成：株式会社 Stayway 

 


